
 (単位:千円） 

収 入 の 部 

学 生 納 付 金  
手 数 料  
寄 付 金  
補 助 金  
資 産 運 用 収 入  
資 産 売 却 差 額  
事 業 収 入  
雑 収 入  
帰 属 収 入 合 計  
基本金組入額合計 
消費収入の部合計 
当年度消費収入超過額 
前年度繰越消費収入超過額 
翌年度繰越消費収入超過額 
 

科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  増　　　  減　 
  １３,６０８,０１９ 
１,０３１,１１７ 
６０,０００ 

１,３２５,６０８ 
１１２,１０８ 

０ 
３０６,４０３ 
１５５,７８９ 

１６,５９９,０４４ 
△　２,９３２,１１３ 
１３,６６６,９３１ 
４０,８４０ 

１,５１０,０６８ 
１,５５０,９０８ 

 

  １３,６２５,３３２ 
１,０３４,７２９ 
８０,０００ 

１,０９１,９５０ 
３５６,１３３ 

０ 
１９５,５４３ 
１５３,７４０ 

１６,５３７,４２７ 
△　３,０６４,０８３ 
１３,４７３,３４４ 
５６,６８４ 

１,４５３,３８４ 
１,５１０,０６８ 

△　 　１７,３１３ 
△  　 　３,６１２ 
△　 　２０,０００ 

２３３,６５８ 
△  　２４４,０２５ 

０ 
１１０,８６０ 
２,０４９ 
６１,６１７ 
１３１,９７０ 
１９３,５８７ 

△  　  １５,８４４ 
５６,６８４ 
４０,８４０ 

 (単位:千円） 

支 出 の 部 
科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  増　　　  減　 
人 件 費  
（退職給与引当繰入額） 
教 育 研 究 経 費  
（ 減 価 償 却 額 ） 
管 理 経 費  
（ 減 価 償 却 額 ） 
借 入 金 等 利 息  
資 産 処 分 差 額  
徴 収 不 能 額  
予 備 費  
消費支出の部合計 

７,５９０,０１７ 
（１６３,３８０） 
４,７１３,３４７ 

（１,５０３,１１７） 
１,１１０,１２９ 
（１７２,６９７） 
６２,５９８ 
５０,０００ 

０ 
１００,０００ 

１３,６２６,０９１ 

７,６１６,４９８ 
（２０７,３７８） 
４,４４６,４３７ 

（１,４９２,０９８） 
１,０７２,１０７ 
（１６３,５０２） 
１３１,６１８ 
５０,０００ 

０ 
１００,０００ 

１３,４１６,６６０ 

△  　２６,４８１ 
△　（４３,９９８） 
２６６,９１０ 
（１１,０１９） 
３８,０２２ 
（９,１９５） 

△　　６９,０２０ 
０ 
０ 
０ 

２０９,４３１ 

教育研究経費  
消 耗 品 費  
光 熱 水 費  
旅 費 交 通 費  
奨 学 費  
車 輌 燃 料 費  
通 信 運 搬 費  
印 刷 製 本 費  
出 版 物 費  
修 繕 費  
損 害 保 険 料  
貸 借 料  
公 租 公 課  
諸 会 費  
会 議 費  
研 修 費  
式 典 費  
渉 外 費  
支 払 手 数 料  
業 務 委 託 費  
学 生 諸 費  
教 員 研 究 費  
庭 園 費  
補 助 費  
雑 費  
減 価 償 却 額  
 

 ４,７１３,３４７ 
２７１,０５３ 
３７０,１１１ 
１６０,８９１ 
２１７,２６２ 
４９４ 

８６,２９７ 
１５６,５２９ 
１２６,１２９ 
２２２,４０６ 
１８,００４ 
２６８,２５１ 

２０ 
１７,９３６ 
１６,７３３ 
３,０８０ 
２,６９１ 
５,７５１ 
３４,１９３ 
９３２,５５４ 
１４４,０５４ 
８２,３５８ 
３５,１６５ 
５,００５ 
３３,２６３ 

１,５０３,１１７ 
 

 (単位:千円） 

予備費0.6％ 
 

教育研究経費 
28.4％ 
 

基本金組入額 
17.7％ 

 

収入超過額0.2％ 
 

人件費 
45.7％ 

管理経費6.7％ 
 

借入金等利息0.4％ 
 

資産処分差額0.3％ 
 

平成15年度「消費収支予算」 

 

消費収支予算のポイント 

　帰属収入合計は、対前年比6,100万円増加の165億9,900万円。一方、消費支出は2億900万円増加の136億2,600万円。消費収支
全体では、基本金組入後の収支差額が1,500万円減少したものの、前年度に引き続き、収入超過を維持することができ、収支均衡のとれた予
算となりました。 

＜収入の部＞ 
●学生生徒等納付金 
　入学辞退者への学費返還や休学者の学費を在籍料に変更したことにより1,700万円減額計上しています。 
●手数料 
　18歳人口の減少に加え、経済状況の長期低迷による受験校の絞込みを予測し、300万円減額計上しています。 
●補助金 
　私立大学等経常費補助金の増額獲得や21世紀COEプログラム（研究拠点経常費補助金）の獲得を見込み、 
　2億3,300万円増額計上しています。 
●資産運用収入 
　昨今の金利情勢の低迷等により、2億4,400万円減額計上しています。 
●事業収入 
　受託事業収入（外部機関からの受託研究）の増加により、1億1,000万円増額計上しています。 

＜支出の部＞ 
●人件費 
　雇用形態の多様化や給与改定率の引下げ等によって総額人件費が減少、2,600万円減額計上しています。 
●教育研究経費 
　教育研究活動の活性化を図るための「教育研究のエクセレンス化」に係る事業経費への重点配分により、 
　2億6,600万円増額計上しています。 
●管理経費 
　法科大学院設置関連経費の計上や研修制度の充実に伴う研修費の増加等により、3,800万円増額計上しています。 
 

学生納付金とは文字通り、キミタチが
納める「授業料・入学金・実験実習費・
教育充実費」のこと。収入合計（帰属
収入）の82.0％です。 

補助金は国庫補助金が中心ですが、積
極的な獲得策により、学生納付金に次ぐ
収入源となっています。 

手数料の中心は入試の受験料。その他
は各種証明書の発行手数料などです。 

資産運用収入とは大学が保有する預金
等金融資産の運用利息や大学諸施設
の賃貸料です。 

事業収入の主は、補助活動収入（学生
寮の入寮費・舎費収入、診療所の診察
料収入など）と実学講座収入（進路セ
ンター実施の各種実学講座受講料収
入など）及び受託事業収入（外部機関
から受け入れの受託研究費）です。 

負債とならない、学校法人における本来
収入のこと。実質的な法人の収入をい
います。 

固定資産（土地・建物・備品・図書等）の取
得額と、将来の固定資産取得資金の組入
額や特定目的（奨学事業・課外活動事業等）
のための基金組入額の合計。 

人件費は、専任教職員や非常勤講師、契
約・臨時職員の「基本給・各種手当・期末
手当・退職給与引当金繰入額」など。 

管理経費とは総務や人事、経理など、法
人業務の経費と教職員の福利厚生費、
学生募集経費など。 
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教育研究経費とはその名の通り、教育
研究活動に必要なすべての諸経費。消
耗品費から減価償却額にいたるまで、
25の小科目に分類されています。 

平成15年度予算の特長 

教育研究のエクセレンス化にむけての予算が 
優先的に配分されています。 
　平成15年度予算では、従来業務を徹底して見直し、経費削減に最大限努める一方、学長が推進する「教育

研究のエクセレンス化」、教育研究環境の向上を目的とした「第4期施設設備整備計画」等を中心とした重点

施策について優先的に予算配分を行った。 

「課外活動援助金」や「留学支
援金」、「海外インターシップ支
援費用」や「サギタリウスチャ
レンジ」等をはじめ、学生に直
接還元するための予算。平成
15年度は学生の活力を高める
ための予算として、昨年度より
約1,300万円増額しています。 
 

学生納付金 
82.0％ 

事業収入1.8％ 
 
 
 
 

雑収入0.9％ 
 
 
 

手数料6.2％ 
 

寄付金0.4％ 
 

補助金8.0％ 
 

資産運用収入0.7％ 
 



 (単位:千円） 

収 入 の 部 

学生納付金収入 
手 数 料 収 入  
寄 付 金 収 入  
補 助 金 収 入  
資 産 運 用 収 入  
資 産 売 却 収 入  
事 業 収 入  
雑 収 入  
借 入 金 等 収 入  
前 受 金 収 入  
そ の 他 の 収 入  
資金収入調整勘定 
収 入 計  
前年度繰越支払資金 
収 入 の 部 合 計  

科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  増　　　  減　 
  １３,６０８,０１９  １３,６２５,３３２ △ １７,３１３ 
  １,０３１,１１７  １,０３４,７２９ △ ３,６１２ 
  ６０,０００  ８０,０００ △ ２０,０００ 
  １,３２５,６０８  １,０９１,９５０  ２３３,６５８ 
  ２２５,１０８  ３５６,１３３ △ １３１,０２５ 
  ０  ０  ０ 
  ３０６,４０３  １９５,５４３  １１０,８６０ 
  １５５,７８９  １５３,７４０  ２,０４９ 
  ７００,０００  ０  ７００,０００ 
  ４,２０５,２３０  ４,２８４,６４７ △ ７９,４１７ 
  ４,０５０,０９０  ２,９７４,９２３ 　 １,０７５,１６７ 
 △ ４,３１０,０５０ △ ４,６０１,４９８  ２９１,４４８ 
  ２１,３５７,３１４  １９,１９５,４９９  ２,１６１,８１５ 
  ７,２４０,６５３  ７,８８７,６５４ △ ６４７,００１ 
  ２８,５９７,９６７  ２７,０８３,１５３ 　 １,５１４,８１４ 
 

 (単位:千円） 

支 出 の 部 

人 件 費 支 出  
教育研究経費支出 
管 理 経 費 支 出  
借入金等利息支出 
借入金等返済支出 
施 設 関 係 支 出  
設 備 関 係 支 出  
資 産 運 用 支 出  
そ の 他 の 支 出  
予 備 費  
資金支出調整勘定 
支 出 計  
次年度繰越支払資金 
支 出 の 部 合 計  

科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  増　　　  減　 
  ７,９８０,４２８  ７,９９７,５３４ △ １７,１０６ 
  ３,２１０,２３０  ２,９５４,３３９ 　 ２５５,８９１ 
  ９３７,４３２  ９０８,６０５ 　 ２８,８２７ 
  ６２,５９８  １３１,６１８ △ ６９,０２０ 
  １,４７６,３４０  ４７３,２１０ 　 １,００３,１３０ 
  ３,７７７,６２２  ２,６９７,６８０ 　 １,０７９,９４２ 
  ７０９,８１４  ４３８,５８８  ２７１,２２６ 
  １,４４１,７９７  ３,３２３,４３５ △ １,８８１,６３８ 
  ４３５,５６４  １,１６８,５３６ △　 ７３２,９７２ 
  １００,０００  １０,２３０  ８９,７７０ 
 △ ２５６,２３１ △ ２６１,２７５ 　 ５,０４４ 
  １９,８７５,５９４  １９,８４２,５００ 　 ３３,０９４ 
  ８,７２２,３７３  ７,２４０,６５３  １,４８１,７２０ 
  ２８,５９７,９６７  ２７,０８３,１５３ 　 １,５１４,８１４ 
 

平成15年度「資金収支予算」 学校法人における 
計算書類の基礎知識 
 

資金収支予算のポイント 

　「収入の部」と「支出の部」、それぞれの合計は対前年度比15億1,400万円増加の285億
9,700万円となり、資金収支の顛末としての「次年度繰越支払資金」は14億8,100万円増
加の87億2,200万円となりました。平成15年度資金収支予算は、教育研究のエクセレンス
化に係る実施経費や第4期施設設備整備計画（5号館建替、法科大学院棟新築）等の推進によ
り、前年度より拡大した予算となっています。 

＜収入の部＞ 
●借入金収入 
　5号館建替工事資金の一部として市中金融機関からの借入分7億円を計上しています。 
●前受金収入 
　平成16年度学費前受金の減少見込みにより、7,900万円減額計上しています。 
●その他の収入 
　5号館建替や13号館（法科大学院棟）新築等に係る支払資金として 
　引当特定預金（積立金）からの取崩予定額の増加等により、 
　10億7,500万円増額計上しています。 

＜支出の部＞ 
●施設関係支出 
　5号館建替や13号館（法科大学院棟）新築等により、10億7,900円増額計上しています。 
●設備関係支出 
　法科大学院設置経費（機器備品・図書）の計上により、2億7,100万円増額計上しています。 
●資産運用支出 
　将来の固定資産取得のための特定預金への繰入支出額の減少により、 
　18億8,100万円減額計上しています。 
 

●学校法人は教育・研究機関としての位置づけから、その財

政も、授業料等の学生納付金を収入の中心に置き、その資

金を当年度の教育・研究活動に有効に支出するとともに、継

続的な維持・発展をめざすことを根本の原則としています。

この原則に沿って運営されていることを点検するものとして、

学校法人には「学校法人会計基準」〔文部省令（現文部科学

省）〕により「資金収支計算書」と「消費収支計算書」及び「貸

借対照表」の作成が義務づけられています。 

資金収支計算書について 
●資金収支計算書は、当該年度（4月1日～翌年3月31日）

の諸活動に対応するすべての収入及び支出に伴う資金（金銭）

を記録することによって当該年度の収入及び支出の内容を

明らかにするとともに、支払資金（現金及びいつでも引き出

すことのできる預貯金）の顛末を表わすことを目的として

います。例えば、借入金のように負債となる資金の受け入れ

も「収入」とし、建物等の固定資産取得のための支払いも「支

出」に記載することとなっており、当該年度における資金（金

銭）のすべての動きを追ったもので、いわば、一般家庭の家

計簿と類似したものといえます。 

消費収支計算書について 
●資金収支計算書が資金支払（金銭）の顛末を表している

のに対し、消費収支計算書は、当該年度（4月1日～翌年3月

31日）消費収入（消費に充てることのできる収入）と消費

支出（消費する支出または経費）の内容を勘定科目ごとに

分類・集計したもので、収入と支出の均衝状態を表し、「貸

借対照表」とあわせて財政の健全性が読み取れるものです。

資金収支計算書で記載される借入金収入やその返済支出、

また資産取得のための支出は記載されませんが、減価償却

額や退職給与引当金繰入額等の資金移動を伴わない科目

が計上されています。 

●また、「帰属収入」とは、当年度に収納した全ての収入の

うち、負債とならない収入をいいます。毎年度の運営は、帰

属収入の範囲内で執行しながら、なおかつ将来の継続的な

発展のための計画的な資金準備（基本金組入）も、この帰属

収入から留保しています。したがって帰属収入から「基本金

組入額」を差し引いた額が、当年度の支出に充てることがで

きる「消費収入合計」となり、この額と

学校法人の諸活動に

伴う人件費や諸経費、

借入金利息、減価償却

額など、消費支出との

バランスを示しています。 

貸借対照表について 
●資金収支計算書と消費

収支計算書が1会計年度（4

月1日～翌年3月31日）の

収支の状況を表すのに対し、

貸借対照表は1時点（年度末3月31日）における資産と負

債および基本金（純資産）の状況を表したもので、消費収支

計算書とあわせて大学の財政状況を把握するために欠かす

ことのできない重要な資料となっています。 

施設関係支出と
は土地や建物、構
築物といった固定
資産取得のため
の支出です。 

設備関係支出と
は教育研究用の
機器備品、その他
の機器備品、図書、
車輛といった固定
資産取得のため
の支出です。 

資金支出調整勘
定とは、当年度中
に支払うべき支出
ですが、支払が翌
年度になるものや、
前年度に支払を
済ませた当年度
支出を差し引くこ
とにより、資金の
支出額を確定さ
せるものです。 

資金収入調整勘定
とは、当年度中に
収受すべき収入で
すが、入金が翌年
度になるものや、
前年度に前受金と
して計上していた
額を差し引くこと
により、資金の収
入額を確定させる
ものです。 

前受金収入とは、翌年度の
授業料等について当年度
に納入される額です。 

前年度中の活動に係る支出
のうち、当年度に支払われ
た「前期末未払金支払支出」
の他、「貸付金支払支出」、
「貸与奨学金支払支出」等
があります。 

将来の固定資産取得のた
めの準備金や特定事業目
的のための基金等への繰
入額となる「引当特定預金
への繰入支出」や「引当特
定資産への繰入支出」など。 

固定資産（土地・建物等）
取得に係る支払資金に充
てるための引当特定預金
ら取り崩した「引当特定預
金からの繰入収入」の他、
「貸付金回収収入」や「貸
与奨学金回収収入」等があ
ります。 


